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2009) 4)．この男女比には，男女の人口移動の相違が関係して

おり，とりわけ他と区別して未婚者の移動を捉えることが重要

であり，そのためには配偶関係別移動率の把握が必要である．

　札幌市も含め，従来の少子化対策は有配偶者を対象とした

子育て支援を中心としたものに限られてきたが，仮に未婚者

の移動が結婚行動を通じて低出生力に及ぼす影響が明らかに

なれば，男子学卒者に重点をおいた就業機会の創出・支援

や定住促進のための住環境整備など，新しい政策的対応の

可能性が開けてくると考えられる．

　日本の人口移動統計には，住民基本台帳人口移動報告と

国勢調査報告人口移動集計結果があるが配偶関係別移動数

は集計されていない．このため配偶関係（有配偶，未婚，離

別，死別）ごとの移動率の相違や，それが地域の人口構造に

与える影響は殆ど未解明である注(1)．

  そこで，この研究では，札幌市をケーススタディに，10 年

に1度，国勢調査の人口移動集計が実施される大規模調査

年の 2000 年と2010 年に合わせ，a)その間の配偶関係別純

移動率を推計し，その結果を比較検討して安定的な推計モデ

ルを作成する，b）大規模調査年については総務省統計局に申

１. はじめに

１）研究の背景と目的

　北海道の総人口はすでに1997年の 569.9万人をピークに，

直近の2011年（10月1日現在）の548.6万人まで，約 21.3万

人（3.7％）減少しており，今後も北海道の人口減少率は加速

度的に高まり，2030 − 2035 年では 5.8％に達すると推計され

ている 1) ．この人口減少の背景には，長年にわたる構造的な

人口流出と東京都に次ぎ全国1，2位を争う低出力の問題２)が

あり，とりわけ全道人口の34.8％を占める札幌市の人口移動

と超低出生力の解明と，それに基づく政策的対応が必要とさ

れている．

　この札幌市の超低出生力の背景には 25歳から35歳まで

の女子未婚率の高さがあり，晩婚晩産化により，高年齢での

初婚率や出生率が上昇している他の大都市地域とは大きく異

なる点が挙げられる（原 2008）３)．さらに全国的にも極めて低

い女子初婚率は，家族形成期の男女の人口比，特に未婚者

の男女比と関係しており，札幌市では，この年齢層で未婚女

子が男子に対し相対的に過剰となることに起因している(原

抄録：日本の人口移動統計には住民基本台帳と国勢調査報告によるものがあるが，いずれも配偶関係別の集計はなく，

有配偶，未婚，離別，死別ごとの相違や地域の人口構造に与える影響は殆ど解明されていない．本研究は科学研究

費助成事業の助成を受け，札幌市をケーススタディに，国勢調査の大規模調査年の2000 年と2010 年に合わせ配偶

関係別純移動率を推計する一方，総務省統計局に申請して特別集計を行い実測値を求め，推計手法の精度確認と改

良を行い，配偶関係別移動の分析という人口移動研究の新領域を拓こうとするものである．このうち本稿では， 同様

の推計を最新の2005-2010 年について行った結果を，過去二期間とともに比較し考察した．主な知見は，以下の通り．

①全体の移動は，男女とも高等教育進学年齢までは転入超過，卒業 ・ 就職期に急激な転出超過，女子は 30 代後半，

男子は退職年齢近くで明らかな転入超過となる．

②未婚者の移動は，全体の移動の前半部分（30 − 34 歳まで）に対応し後半（35 − 49 歳以上）の純移動は少ない．

前半の転入超過は少子化を反映し縮小，卒業時の転出超過は不況の影響から拡大傾向にあるが，逆に 2005-2010

年では男子35歳以上で転入超過傾向が現れている．

③有配偶の移動は全体の純移動の後半部分（35 − 49 歳以上）に対応，男女とも全年齢で転入超過であり，家族形成

期と引退年齢以降にさらに強まる．

④死別の移動は男子で転出超過，女子で転入超過（70歳以上では転出超過）という対照性を示す．

⑤離別の移動は男女ともほぼ全年齢で転出超過を示す．
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　2005-2010 年の初婚件数と再婚件数は，2000-2005 年と同

様，総務省統計局のホームページ上で公開されている「政府

統計の総合窓口」の「人口動態調査」の「中巻−婚姻」にある

「各年時に結婚生活に入った夫・妻別」の「夫 -妻の同居時

の年齢（各歳）・都道府県（１３大都市再掲）別」【初婚の夫】，

【初婚の妻】，【再婚の夫】，【再婚の妻】から札幌市に該当す

るデータを抽出し集計した 14）．なお1995-2000 年については

平成 7(1995)年と平成 8(1996)年が（財）厚生労働統計協会

の『人口動態統計 明治 32年～平成 9 年（1899 ～1997）』に

収録された PDF 資料から必要なデータを抜き出し手作業で

入力したものを用いた 15）．

　2005-2010 年の離婚件数も「中巻 -管統計表（報告書非掲

載表 -離婚）」の「離婚件数，夫（妻）の届出時の年齢（各歳）・

都道府県（１３大都市再掲）別」から該当するデータを抽出

し集計した 16）．なお平成 7(1995)年と平成11(1999)年の離婚

件数については，厚生労働省の普及相談室で該当資料の PDF

をプリントアウトし手作業で入力し集計したものを用いた 17）．

　

２）推計方法

　推計方法は基本的に1995-2000 年 6)，2000-2005 5) 年と同

じであるが，過去2期分の推計に遡り修正した点もある．

(1)国勢調査間の累積初婚数，累積再婚者数，累積離婚者数，

累積死別者数

　初婚件数，再婚件数，離婚件数については 15歳から75

歳までの各歳別件数（不詳は含まず，日本国籍のみ）を該当

年次について調べ，2005 年を起点に各歳別コーホートに並べ

替え，さらに15歳から75歳まで 5歳年齢階級別に積算し，

センサス間の累積初婚数，累積再婚者数，累積離婚者数を

求めた．また国勢調査人口が10月1日現在をベースとしている

ことを考慮し，期首年については12分の3，期末年について

は12分の 9を掛け補正した．

　今回の作業でも元データの初期年齢が初婚・再婚・離別，

男女で異なる場合の処理や高年齢の積算処理における不統一

などの不備を修正し再計算した注(6)．

　また累積死別者数は，男女有配偶者のセンサス間死亡者

数を相互に反映するものと解釈し推計した．なお，ここでは男

女有配偶者の大部分が互いに同一コーホートに所属する，ま

た配偶関係による生残率の差は無視できるほど小さいと仮定

している注(7)．（例：2005 年時 15-19 歳から2010 年時 20-24

歳まで）．

①男子(2005 年→ 2010 年，15-19 歳→ 20-24 歳）の累積死

別者数≒女子(2005 年→ 2010 年， 15-19 歳→ 20-24 歳）

の有配偶死亡者数＝女子有配偶人口（2005年，15-19歳 )

×［１−女子生残率(2005 年→ 2010 年，15-19 歳→ 20-

24 歳）］

②女子(2005 年→ 2010 年，15-19 歳→ 20-24 歳）の累積死

請し注(２)，個票データを入手して特別集計を行い実測値を求

める，  c)推計結果と実測値を比較検討し，推計精度を確認，

モデルの改良を行う，d）それらの知見を基に，配偶関係別移

動率の相違を解明することを目指す．なお，この研究は［科
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「札幌市における配偶関係別移動率の解明」（平成 23年度−

平成 25年度）］の助成を受け行うものである．

２）研究経過

　すでに1995-2000 年と2000-2005年については札幌市の人

口動態統計の男女初婚件数，再婚件数，離婚件数を各歳コー

ホート別に積算し 5歳年齢階級・コーホート別件数注(3)を求

め，これを元に札幌市の配偶関係別純移動率の推計を行な

い，2009 年度と2011年度の第1回日本人口学会・東日本部

会で報告した．

　その結果，a)未婚純移動率は男女とも15〜19 → 20 〜 24，

20 〜 24→ 25〜 29で転入超過，25〜 29 →30 〜 34 以上で

は転出超過となる，b)有配偶では男女とも転入超過傾向が見

られる，c)離別者の純移動率は男女とも全年齢で転出超過， 

d)死別者では男子が転出超過，女子は転入超過となるといっ

た知見が得られた（原 2010・2011）5) 6)．

　本報告では，最新の平成 22年国勢調査の公表値を用いて，

同様の推計を2005-2010 年について行った結果を，過去二期

間のものと比較し，a)推計モデルとしての安定性，b)配偶関係

別純移動率の特徴と変化について検討する注(4)．

２.　研究方法

１）使用データ

　推計のベースとなる年齢階級別人口と配偶関係別人口に

は，(財)統計情報研究開発センタ－の CD-ROM にある平成

17(2005)年の国勢調査第１次基本集計の値（総数）7)と平成

22年国勢調査人口等基本集計（総務省統計局）8)を用いた．

なお今回の推計では人口動態データとの整合性を計るため，

日本国籍のみの人口を用いた．このため，すでに推計済みの

2期間（1995-2000 年 6）と2000-2005 年 5）)ついても日本国籍

のみの人口を用いて再計算を行った注(5)．また平成 7(1995)年

の日本国籍のみの人口は，電子媒体によるデータが得られな

かったため国勢調査報告書 10）から手作業で入力した．

　純移動率の算定に使用する生残率の値としては国立社会保

障・人口問題研究所の『日本の都道府県別将来推計人口』（平

成19（2007）5月）の「仮定値表 2．都道府県別，男女・年齢（５

歳階級）別生残率」における北海道の値を用いた 11）．なお

1995-2000 年については平成 9（1997）年 5月推計12），2000-

2005 年については平成 14（2002）3月推計の仮定値 13）を用

いている．
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純移動数ではやや過大に，離別者の純移動数は過少となる

点に注意を要する．

　また最後の年齢階級である85歳以上の純移動数の推計

について，初期人口の生残数が正しく反映されるように，今

回の作業では，以下のように式を修正（下線部を追加，例：

2005 年時 80 ～ 84 歳から2010 年時 85歳以上～の，全体の

純移動数．未婚，有配偶，死別，離別についても同様）し，

過去2期間についても再計算した注(8)．

⑥全体の純移動数（2005 年→2010 年， 80 ～ 84 歳→ 85歳

～）=人口（2010 年， 85歳～)-[ 人口（2005 年， 80 ～ 84 歳 )

×生残率(2005 年→ 2010 年， 80 ～ 84 歳→ 85 歳～）＋人

口（2005 年， 85 歳～ )×生残率(2005 年→ 2010 年， 85

歳～→ 90歳～ )]

(3)純移動率

　純移動率については，次の２種類を算出した．

①純移動率(分母を年齢別人口)：全体の純移動率を配偶関

係別に分解したもの．

②純移動率(分母を配偶関係別人口 )：各配偶関係別人口の

移動傾向を示すもの．

　また純移動率(分母を年齢別人口）については，配偶関係

別純移動率の総和と，全体の純移動率の差分を求め，配偶

関係不詳の純移動という意味で不詳純移動率とした．

③不詳純移動率(2005 年→ 2010 年， 15-19 歳→ 20-24 歳)

＝ 純移動率(2005 年→2010 年， 15-19歳→ 20-24歳)-Σ

配偶関係別純移動率(2005 年→ 2010 年，15-19 歳→ 20-

24歳)

 なお，純移動率(分母を配偶関係別人口）では，2005年時

の各配偶関係別人口が分母となるため， 若年層では未婚以外，

分母が 0または極めて小さく，純移動率が計算できないか，

極端に過大な値となる点に注意を要する．

(4) 配偶関係不詳

　配偶関係不詳の影響については事前に検討を行った．

　2010 年の配偶関係

不詳割合（日本国籍の

み）は，男子総数の

1.3％，女子総数の1.4％

で，2005 年より低下，ほぼ 2000 年の水準に戻っており，配

偶関係別純移動率の基本的傾向にただちに影響するほどの

規模ではない（表１）7)8)9)10)． 

　ただし，年齢別では，男女とも2000 年国勢調査で 65歳

以上の高齢者ほど不詳率が高くなる傾向が，また 2005 年で

は 35 歳を最初のピークに 50 − 64 歳まで低くなり，また65

歳以上で高齢ほど高くなる傾向があったことがわかる．これ

らの傾向は 2010 年では，かなり弱まっているが，女子の 65

歳以上では依然高く（85歳以上で4.8％），推計結果の解釈

にあたっては注意を要する（図１）7)8)9)10)．

別者数≒男子(2005 年→ 2010 年， 15-19 歳→ 20-24 歳）

の有配偶死亡者数＝男子有配偶人口（2005年，15-19歳 )

×［１−男子生残率(2005 年→ 2010 年，15-19 歳→ 20-

24 歳）］

(2)国勢調査間の純移動数

　男女とも5歳年齢階級別純移動数は，国勢調査間の人口

数の差を，生残率とその間の配偶関係の異動数で補正するこ

とにより求めた．なお，ここでは配偶関係による生残率の差

は無視できるほど小さいと仮定している．また国勢調査間で

配偶関係の異動が繰り返された場合（たとえば初婚の後，す

ぐに離婚しさらに再婚など）は考慮していない．（例：2005 年

時15-19 歳から2010 年時 20-24 歳まで）

①全体の純移動数（2005 年→2010 年，15-19 歳→20-24 歳）

=人口（2010 年， 20-24 歳)-人口（2005 年， 15-19 歳)×生

残率(2005 年→2010 年，15-19 歳→20-24 歳）　

②未婚者の純移動数（2005 年→ 2010 年，15-19 歳→ 20-24

歳）= 未婚人口（2010 年， 20-24 歳 )-{未婚人口（2005 年，

15-19 歳 )- 累積初婚数（2005 年→ 2010 年，15-19 歳

→ 20-24 歳）}×生残率(2005 年→2010 年，15-19 歳→20-

24 歳）

③有配偶者の純移動数（2005 年→ 2010 年，15-19 歳→ 20-

24 歳）=有配偶人口（2010 年，20-24 歳)-{有配偶人口（2005

年，15-19 歳)＋累積初婚数（2005 年→ 2010 年 ，15-19 歳

→ 20-24 歳）- 累積離婚数（2005 年→ 2010 年 ，  15-19 歳

→ 20-24 歳）＋累積再婚者数（2005 年→ 2010 年 ，  15-19

歳→ 20-24 歳）−累積死別者数（2005 年→ 2010 年 ，15-19

歳→ 20-24 歳）}×生残率 (2005 年→ 2010 年，15-19 歳

→20-24 歳）

④死別者の純移動数（2005 年→ 2010 年，15-19 歳→ 20-24

歳）= 死別人口（2010 年， 20-24 歳)-{死別人口 （2005 年，

15-19 歳 )＋累積死別者数（2005 年→ 2010 年 ，15-19 歳

→20-24 歳）}×生残率(2005 年→2010 年，15-19 歳→20-

24 歳）

⑤離別者の純移動数（2005 年→ 2010 年，15-19 歳→ 20-24

歳）= 離 別人口（2010 年， 20-24 歳)-{ 離 別人口（2005

年，15-19 歳 )＋累積離婚数（2005 年→ 2010 年 ，15-19 歳

→ 20-24 歳）-累積再婚者数（2005 年→ 2010 年 ，15-19 歳

→20-24 歳）}×生残率(2005 年→2010 年，15-19 歳→20-

24 歳）

　なお死別者の純移動数は死別再婚者の分だけ減少すると

考えられるが，入手した再婚データでは，それらを再婚件数

から区別することができないため式には算入していない．同

様の事情で離別者の式における累積再婚者数には死別再婚

者が含まれている．従って，その分だけ推計値が死別者の

表1　配偶関係不詳の推移（日本国籍のみ）　札幌市

全体 男子 女子

1995 年 0.8％ 0.7％

2000 年 1.4％ 1.4％

2005 年 2.6％ 2.1％

2010 年 1.3％ 1.4％
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1995-2000 年，2000-2005 年までは，35 歳以上の年齢は男

女とも未婚者の純移動は弱い転出超過ないしは均衡状態を示

していたが 2005-2010 年では転入超過傾向注(9)がみられる．

 一方，未婚男女では 55～ 59 → 60 ～ 64 の退職年齢近く

の転入超過の一時的上昇は見られない．

(3)有配偶者の純移動率(分母を年齢別人口）

 男女とも有配偶は全体として転入超過であり，特に男子は

25～ 29 →30 ～34まで，女子は 35～39 → 40 ～ 44まで明

瞭な転入超過を示している（図４a，b）．また男子の有配偶は

55～ 59 → 60～ 64の退職年齢近くから転入超過が目立ち始

め，女子の有配偶は高齢になるほど転入超過傾向が強くなる．

基本的に全体の純移動率の後半部分（35 − 49 歳以上）は有

配偶人口の転入超過を反映したものであることがわかる．

 有配偶の純移動率は1995-2000 年，2000-2005 年，2000-

2005 年と，家族形成期の転入超過が強まる一方，退職年齢

の転入超過はやや後退する傾向が見られる． 

(4)死別者の純移動率(分母：年齢別人口)

  死別者の移動は，当然のことながら年齢別死亡率が上昇す

る55～ 59 → 60 ～ 64 の退職年齢以降から目立ってくるが，

男子がほぼ一貫して転出超過であるのに対し，女子は最後の

80 ～ 85以上までは転入超過となっている点で対照的である

（図５a，b）． 

　また男子では転出超過が高年齢にずれ込む一方，女子で

は転入超過のピークが近年になるほど遅く，高くなり，その分，

転出超過に転じる時期も高年齢となる傾向が見られる．

3．結果

１）純移動率の比較

(1) 全体の純移動率(分母：年齢別人口)

　男子は 15～19 → 20 ～ 24まで転入超過であるが，大学

卒業・就職を迎える 20 ～24→ 25 ～ 29以降，急激な転出

超過となる傾向が見られる．進学期の転入超過は1995-2000

年，2000-2005年の方が大きく，2005-2010 年では小さくなっ

ている．これに対し卒業・就職期の転出超過は，1995-2000

年と2005-2010 年で大きく，過去のパターンに戻った印象で

ある．また55～ 59 → 60 ～ 64 の退職年齢近くで転入超過

が見られることがわかる（図２a）．

 女子も 15～19 → 20 ～ 24までは転入超過，大学卒業・

就職は転出超過となるが，20 ～ 24 → 25 ～ 29 の落ち込み

は男子ほどではない．ここでも2000-2005 年より落ち込み

が大きく，過去のパターンに戻った印象がある．また35～

39 → 40～ 44 以降は再び転入超過となり，高齢になるほど

その傾向が強まることがわかる（図２b）．

(2)未婚者の純移動率(分母：年齢別人口)

 男女とも 25～29 →30 ～34までの動きは，全体の純移動

率の変動に極めて近似しており，未婚者の移動は，主にこ

の年齢までに限定されていることがわかる（図３a，b）．また

図1　配偶関係不詳率（札幌市）

図 2　純移動率（札幌市　分母：年齢別人口）



配偶関係別純移動率の推計：札幌市 1995 年 -2010 年

SCU Journal of Design & Nursing vol.7,No.1,2013 41

図 5　死別の純移動率（札幌市　分母：年齢別人口）

図 6　離別の純移動率（札幌市　分母：年齢別人口）

図 3　未婚の純移動率（札幌市　分母：年齢別人口）

図 4　有配偶の純移動率（札幌市　分母：年齢別人口）
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(5) 離別の純移動率 (分母：年齢別人口）

　離別者の移動は 25～29 →30 ～34で目立ってくるが，男

女とも，全体として転出超過であること，また1995-2000 年，

2000-2005年，2005-2010 年と近年になるほど転出超過は弱

まる傾向にある（図６a，b）．

２）分母を配偶関係別人口とした場合

　分母を年齢別人口ではなく，各年齢別配偶関係別人口にし

た場合の純移動率は，2005 年時点の該当者が分母となるた

め，未婚者以外は15～19 → 20 ～ 24，20 ～ 24→ 25 ～ 29

の純移動率が過大な値となる（表２）．

 一方，男女とも15 ～19 → 20 ～ 24 は転入超過，20 ～

24→ 25 ～ 34 以上では転出超過となる傾向が見られる．こ

れに対し有配偶では各年齢とも転入超過である．また死別

が男子では 35～39 → 40 ～ 44 から 45 ～ 49 → 50 ～ 54ま

で転出超過，逆に女子では高齢まで一貫して転入超過で，80

～ 84 → 85 ～以降に初めて転出超過となっている．さらに

離別については男子の 55 ～ 59 → 60 ～ 64，女子の 45 ～

49 → 50 ～ 54 から 55～ 59 → 60 ～ 64，80 ～ 84 → 85 ～の

転入超過を除き，男女ともほぼ全年齢で転出超過を示してい

ることがわかった．

　これらの諸傾向は分母を年齢別人口にした場合とほぼ同じ

であること，また紙幅の都合で結果表は割愛するが，1995-

2000 年，2000-2005年とも同様であることが確認できた．

4．考察　

１）推計モデルとしての安定性

　1995 年〜 2000 年，2000 年〜 2005 年，2005 年〜 2010 年

までの三期間について，同一のモデルを使い推計を行ったが，

全体の純移動率，配偶関係別純移動率（分母：年齢別人口），

純移動率（分母：配偶関係別人口）など，概ね，総ての点で

近似したパターンが出力されており，モデルとしての安定性に

は大きな問題は見られなかった．

　ただ三期間の推計結果を比較する過程で，元データからの

累積処理や，高年齢の純移動率の処理などに不都合が見つ

かり，過去 2回の推計結果の一部を修正した．また人口動

態データが日本国籍のみに限定されている点との整合性を図

るため，国勢調査の年齢別人口・配偶関係人口もすべて日本

国籍のみの数値に限定した．このため，ここで扱う純移動率

もすべて日本国籍者の移動を対象としたものとなった．

　いずれもモデルの解釈を変えるような推計結果の変化はな

かった．たまたま札幌市の場合は外国籍人口の割合が低く，

その影響は小さいが，そうでない地域で推計する場合には何

らかの補整・工夫が必要であると思われる．

　生残率については，三期間とも国立社会保障・人口問題研

究所の都道府県将来推計の仮定値を用いたが，今回のよう

にすでに確定した期間の推計を行うには実績値に基づく生残

率を用いることも可能である．高齢の生残率は，北海道より

札幌市の方が高いはずであり，その分，高齢者の純移動率

が過大になっている可能性が考えられる．なお配偶関係別生

命表については，その相違を推計した研究もあり（石川 1999）

14）注(7)， 仮に格差があるとすれば，その分，平均寿命の長い

有配偶で，純移動率は過大(転入超過)に，未婚，離別，（特

に）死別では過少（転出超過）となる可能性があり，この点

についても，今後，検討を進める必要がある．

　

２）配偶関係別純移動率の特徴と変化

　札幌市の配偶関係別純移動率について，1995 年から2005

年までの二期に加え，新たに 2005 年から 2010 年まで推計を

行った結果，次のことが明らかとなった．

①全体の純移動率は，男女とも進学年齢までは転入傾向が

強いが，大学卒業・就職期に急激な転出に転じ，その後，

徐々に転入が回復し，女子は 30 代後半から男子は退職年

齢近くで明らかな転入超過となってゆく傾向がある．
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表 2　札幌市の純移動率（分母を配偶関係別人口）

　　　2005 年→2010 年



②未婚の純移動率は全体の純移動率の前半部分（30 − 34 歳

まで）に対応するが，後半は純移動が小さくなる．また，

進学時の転入超過は少子化を反映し，近年になるほど少な

くなってきているが，卒業時の転出超過は不況の影響か近

年ほど高まる傾向が見られる．また 2005-2010 年では，男

子の35歳以上で未婚者の転入超過傾向が見られるが，有

配偶者のような退職年齢時の上昇は見られない．

③有配偶の純移動率は男女とも全年齢で転入超過であり，家

族形成期と引退年齢以降に転入超過がさらに強まる．全体

の純移動の後半部分（35 − 49 歳以上）は，基本的にこの

有配偶者の転入超過を反映したものである．

④死別の純移動率は男子で転出超過，女子で転入超過（た

だし70歳以上の高齢では転出超過）という対照的なパター

ンを示す．

⑤離別の純移動率は男女ともほぼ全年齢で転出超過であり，

特に 25 -34 歳の家族形成期でその傾向が強い．

　上記の諸傾向は 1995 年から2000 年，2000 年から2005

年，2005年から2010 年で概ね共通しているが，全体としては

2005 年から2010 年は，1995 年から2000 年の傾向に戻りつ

つある．

　

３)今後の課題

　次のステップとしては，1995-2000 年と2000-2005年の大

規模調査年について，総務省統計局に申請し国勢調査報告

人口移動集計結果の特別集計を行い，実測値を求め，推計

手法の最終的な精度確認と改良を行う計画である．すでに

2000 年国勢調査については申請し前住地データを入手，再

集計作業を進めている．しかし，この実測値の配偶関係は

2000 年現在（生残している）の移動者に関するものであり，

本報告の推計結果と比較するには，転出後の配偶関係異動

を補正するなどの工夫が必要である．

　また，現段階で推計している配偶関係別移動率は転入と

転出の差分である純移動率に過ぎず，転入動向と転出動向に

分け，その動きをみることができない．このため具体的な人

の動きとして，配偶関係がどのように影響しているのかを解釈

することは極めて困難である．この点についても転入・転出

の把握が可能な大規模調査年の特別集計を工夫しモデルの

拡張を行いたいと考えている．
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注

(1)たとえば，札幌市（2010 年日本国籍のみ）の30 − 34 歳

未婚率は男子 49.1％（全国 47.3％），女子 41.8％（同

34.5％）と極めて高い水準にあるが，それが晩婚・未婚化

によるものか，移動（たとえば就業機会を求めての転入あ

るいは転出超過）によるものかを解明するには男女の未婚

初婚率に加え未婚者の純移動を把握する必要がある．同

様に有配偶率の低下も家族形成期の有配偶人口の転入出

が少なからず影響する可能性があり，子育てに適した住

環境の実現といった町づくりの政策効果などを考える上で

重要な指標となる．また札幌市の55 − 59 歳離別率は男

子7.6％（全国 6.4％）と女子12.1％（同 8.8％）と極めて高

いが，これが高い離婚率によるものなのか，あるいは他

地域からの転入によるものなのかも，離別者の移動を定

量的に捉えることで初めて解明しうるものであり，福祉行

政との関連からも重要な情報を提供するものとなる．さら

に今後の高齢社会の進行（特に一人暮らし高齢者世帯の

増加）を考える上でも死別者の移動の解明が必要である．

(2)科研申請が受理されたことにより，統計法第 33条（調査

情報の提供）の第2号（その実施に要する費用の全部又

は一部を公的機関が公募の方法により補助して行う調査

研究に係る統計の作成等）に基づき，総務省統計局への

申請が可能となった．手続き時点では 2010 年分はまだ集

計作業中であった（公表済みのものしか申請できない）た

め，2000 年国勢調査の人口移動集計結果のみを申請し受

理された．

(3) cohort．同年（または同期間）出生集団．なお，以下

では15〜 19 → 20〜24という表記で，その出生集団が

15—19 歳から20—24 歳となるまでの期間を示す．

(4) 2005-2010 年の推計結果については，2012 年度第 64 回

日本人口学会大会（自由論題報告第９A 部会：人口移動Ⅲ，

2012 年 6月3日東京大学駒場キャンパス）で報告した．

(5)日本国籍のみに統一することにより，数値の微細な相違

が生じたが，推計結果を大きく変えることはなかった． 

(6)具体的には前回1995 − 2000 年推計の段階で，男子の初

婚・再婚が17歳，離別が男子18歳からのデータとなって

おり（女子はいずれも16 歳），前々回 2000 − 2005 年推

計では男子離別の積算で 5歳年齢区間が1歳分，高年齢

にずれていたことに気づき修正した．今回の2005 − 2010

年のモデルでも同じ修正を行った．修正以前の 2000 −

2005 年推計では，男子の有配偶者の純移動が15—19 歳

から20—24 歳までの若年層で転出超過，以降の年齢層で

は転入超過であったが若年でも転入超過となった 2）．こ
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の傾向は 3期間とも同じである．また高年齢の処理では，

初婚・再婚，離別の該当件数が男女で大きく異なること

もあり，上限年齢にバラつきがあったが，一律に70-75

歳まで積算する方式に改めた．この修正により，数値の

微細な相違が生じたが，推計結果を変えるほどのもので

はなかった．

(7)石川晃（1999）18）による配偶関係別生命表の推計によれば，

1995 年の 40 歳時平均余命は，総数を１とした場合，男

子は未婚 0.80，有配偶1.03，死別 0.92，離別 0.76，女

子は未婚 0.85，有配偶1.03，死別 0.99，離別 0.92であり，

いずれも有配偶は平均をわずかに 3％ほど上回るのに対

し，最も短い男子の離別で 24％，女子の未婚で15％ほ

ど下回る格差がある．また1955年からの推移では，未婚・

死別の格差は縮小傾向にあるが離別はわずかに拡大する

傾向にある（図７）19）．

 

このような格差をモデルに組み込むことを検討している

が，現時点では格差なしと仮定している．従って，仮に男

女とも有配偶の平均余命が3％ほど長いとすれば，その分，

生残率も高くなるので，ここでの累積死別者数（特に高齢）

は実際より過剰となる可能性がある．

(8)修正前，1995 − 2000 年推計，2000 − 2005 年推計の男女

85歳以上で見られた0.1を超える高い純移動率 6）は 0.5

前後に半減，2000 − 2005 年推計では男子 0.01，女子 0.03

と低下した．これを反映し有配偶の 85歳以上純移動率

も男子 0.1，女子 0.256）から男子 0.5 前後，女子 0.15 前

後に低下したが，離別，死別については影響は見られな

かった．

(9)この 2005-2010 年のみで観察される未婚男子 35 ～

39 → 40 ～ 44 の＋ 0.06という高い転入超過に対応する

転出超過は図には掲載していないが，不詳純移動率の

-0.05であり，2005 年の男子35-39 歳の高い不詳率（図１）

を反映したものと考えられる．また男女とも，この不詳率

は中高年層から60-64 歳に向けて減少しており，2005-

2010 年で観察される中高年層からの未婚者の転入超過傾

向は，この不詳率の変化を反映したもの（2005 年で上昇，

2010 年調査で再び低下した不詳分＝不詳の転出超過＝未

婚の転入超過）と思われる．
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図 7　配偶関係別の 40歳時平均余命
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